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「三田学会雑誌」92卷 3 号 （1999年10月）

CD M採用のための諸条件の検討

藤 田 康 範 *

1 . 序

地球温暖化防止のための国際的枠組の構築は，1997年の COP3を契機としてさらに進展すること 

となった。先進諸国への温暖化ガス排出割当の設定とともに，その割当達成のための種々の国際的 

手法の導入が決定されるに至ったのである。その国際的手法の一つがCDM (Clean Development 

M echanism )である。C D M とは，温暖化ガス排出割当に服する国（先進国）と服さない国（発展途 

上国）とが協力して温暖化ガス削減を行い，その削減量を前者の削減量として認める制度である。 

先進国の温暖化ガス削減が限界に近づく一方で，発展途上国の温暖化ガス削減には未だ十分な可能 

性がある今日において，C D M に寄せる先進国の期待は大きい。 しかし，それに対して発展途上国 

は C D M 採用に必ずしも前向きではなく，1998年の COP4においても先進国との間で議論が紛糾し 

ている。両者の見解は十分には一致しておらず，C D M が実際に採用されるかについて楽観できな 

いのが実情なのである。

本研究では，先進国と発展途上国とが貿易を行うニ国モデルを構築し， まず， どのような条件下 

で C D M が採用されるのかについて考える。特に，先進国への温暖化ガス排出割当水準とC D M 採 

用の可能性の関係を明らかにすることを主眼とする。そして，その結果を踏まえて，C D M 採用が 

確実とは言えない状況下での地球温暖化対策のあり方について考察する。

以下での分析により，先進国への温暖化ガス排出割当の増加がC D M 採用の可能性を高めること， 

C D M 採用が不確実な状況下では，先進国への温暖化ガス排出割当の減少が必ずしも温暖化ガスの

* 本研究の執筆に当たって、大沼あゆみ（東京外国語大学），加藤峰夫（横浜国立大学），佐和隆光 

(京都大学)，寺出道雄（慶應義塾大学)，細田衛士（慶應義塾大学)，横 山 彰 （中央大学)，山ロ光恒 

(慶應義塾大学）の諸先生方から貴重なコメントを頂いた。また，匿名の評者の方からいただいたコメ 

ントも本研究を大きく前進させるものであった。記して謝意を表したい。
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減少をもたらさないこと等が明らかとなる。

環境に関する国際協力についての理論分析としてはW elsch (1 9 9 3 )が代表的である。 W elsch  

(1 9 9 3 )は排出割当に服する諸国から構成される国際経済を考え，排出割当の再配分に関する国際 

協力がどのような場合に成立し得るのかについて分析している。本研究では，先進国のみが排出割 

当に服するものとモデル化してC D M の特質を鮮明にする。 また，W T O や O C ED等の会議にお 

いて環境問題と貿易問題を併せて議論することの重要性が高まっている状況に鑑み，先進国•発展 

途上国間の貿易もモデルに組み入れる。一方，南北問題を視野に入れて環境問題を論じた研究とし 

ては， Copeland andTaylor (1 9 9 4 )等が有名であるが，先進国と発展途上国との間の温暖化ガス 

排出削減能力の差には注目していないため，C D M については視野の外にある。

以下では， まず第 2 節で分析の枠組みの説明を行い，第 3 節では，後の分析の準備として， 

C D M の採用 •非採用と各国企業の獲得利潤との関係を明らかにする。第 4 節では，C D M 採用のた 

めに先進国への温暖化ガス排出割当があるべき水準について考える。第 5 節では，先進国への温暖 

化ガス排出割当の減少が温暖化ガス水準に及ぼす効果について考える。最後に，第 6 節で本研究の 

結論を要約して展望を述べる。

2 . 分析の枠組み

ニ 国 （C，J ) が貿易を行っている国際経済を考える。各国には代表的企業が一つづつ存在し，同 

質の財を生産している。財生産は温暖化ガスの排出を伴う。以下では，結論を明確化するために， 

両国企業ともに一単位の財生産に伴って一単位の温暖化ガスを排出するものと仮定する。また， 

Siebert (1 9 7 9 )と同様に，温暖化ガス排出水準から温暖化ガス排出削減水準を引いたものを温暖 

化ガス水準と定義する。温暖化ガス排出削減活動を行う主体は企業であり，温暖化ガス排出削減水 

準は企業の最適化行動によって決定されるものとする。

C 国企業には温暖化ガス排出削減能力はあるが資金がなく，J 国企業には資金はあるが温暧化ガ 

ス排出削減能力がないものとする。温暖イ匕ガス排出削減能力がないということの本研究における定 

義は次の通りである。すなわち，温暖化ガス排出削減の限界費用が無限大であるために企業の最適 

化問題の解としての温暖化ガス排出削減水準がゼロであるということを，本研究では温暖化ガス排 

出削減能力がないと定義する。以下では，C 国を発展途上国，J 国を先進国と呼ぶ。発展途上国企 

業のエネルギー消費が先進国企業に比べて非効率であって改善の余地が大きいことが『地球環境ビ 

ジョン』等において明らかにされている。発展途上国企業には温暖化ガス排出削減能力があり，先 

進国企業には湓暧化ガス排出削減能力がないという本研究の想定は，このようなことがらを踏まえ 

ている。以下では，発展途上国企業の温暖化ガス排出削減の限界費用は正の一定値ゴであるもの 

と特定化する。
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財市場は先進国にあって，発展途上国企業がその市場に向けて財の輸出を行い，両国企業がその 

市場において競争に従事するものとする。両国企業はともに相手企業の行動を考慮に入れて行動す 

るものとし，C ournot-N ash型の数量競争に従事するものと仮定する。J 国企業の生産量をエ， C 

国企業の生産量をy と表記する。x ，y ともに正の定数である。以下では，財の逆需要関数を，a， 

ろを正の定数として / 3(エ+ ダ)=<2 —6(:c +  y ) と特定化する。户〉0 を仮定する。J 国企業，C 国企業 

の財生産の限界費用は，それぞれ一定とし，それぞれの値を0 ，C cと表記する。両者は 0SC 7く 

ひという関係を満たすものとし，さらに以下では，結論を明確にするためにc/ =  0 を仮定する。

上述のように，C D M とは，温暖化ガス排出割当に服する国（先進国）と温暖化ガス排出割当に 

服さない国（発展途上国）とが協力して温暖化ガスの削減を行い，その削減量を前者の削減量とし 

て認める制度である。本研究では温暖化ガス排出割当は企業に対してなされるものとし， また， 

C D M を行う主体は企業であるものとして，C D M を以下のようにモデル化する。すなわち，発展 

途上国企業の温暖化ガス排出削減活動に対して先進国企業が資金を供与し，その排出削減量を先進 

国企業の排出削減量とする制度とモデル化する。その資金供与は従量的とし，単位当たり水準を s 

とする。この s の水準は外生的な正の値であるものとする。また，C D M による発展途上国企業の 

温暖化ガス排出削減水準を2 と表記し，^ > 0 を仮定する。z は先進国企業が決定する内生変数で 

あるものとし，発展途上国企業は， s と z に関する申し出を受諾するか，拒否するかの何れかであ 

るものと仮定する。以下では，5 > ゴを仮定し，先進国企業が供与する資金が発展途上国企業の排 

出削減費用を上回るものとする。

以上の分析枠組みにおいて，C D M 採用下の先進国企業および発展途上国企業の利潤がそれぞれ 

次のように表現される。

7：j { x ,  y ,  z )  =  { a — b K x Jr y ) ) x  — s z  (1)

ttc( x , y ,  z )  =  ( a — b ( x  +  y ) ~  c c ) y  +  ( s -  d ) z  (2 )

⑴ 式 ， （2 )式ともに，第 1 項は財生産からの利潤を表現している。 （1 )式第 2 項は，先進国企業が 

発展途上国企業に供与する資金総額であり， （2 )式第 2 項は，C D M によって発展途上国企業が獲 

得する利潤を表現している。

上述のように，先進国企業は温暖化ガス排出割当に服しているが，発展途上国企業は温暖化ガス 

排出割当に服していない。先進国企業への温暖化ガス排出割当水準をと表記し，无> 0 を仮定 

する。ここで，C D M による発展途上国企業の温暖化ガス排出削減量が先進国企業の温暖化ガス排 

出削減量として全て認められるものとし，先進国企業が

x  — z ^  X

の制約下で利潤を最大化するものと仮定する。以下では，この制約式が等号で成立するものとし，

z = x — X

を仮定する。この時，X の決定に伴って2 も決定されることになり，先進国企業が解くべき問題が
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7rf(x, y, z) =  ( a — b(x +  y) )x — s(x — x ) (1，)

に帰着する。

3 . C D M 採 用 • 非採用と獲得利潤

本節では，後の分析の準備として，C D M の採用 • 非採用と獲得利潤との関係を明らかにする。

3 . 1 .C D M 採用下での先進国企業と発展途上国企業の獲得利潤

まず，仮に C D M が採用されているものとして，その場合に先進国企業および発展途上国企業が 

獲得する利潤を求める。

先進国企業，発展途上国企業は，それぞれの財生産量X，2/ を選択することによって利潤最大化 

をはかるので，一階の条件が，それぞれ

となる。二階の条件は満足されている。先進国企業のC ournot-N ash均衡生産量， および発展途 

上国企業のC ournot-N ash均衡生産量 y c はこれらの2 式を同時に満足するように決定されるので，

ここでC D M 採用下の各国企業の利潤を表す（1’)式および⑵式に⑶式および⑷式を代入するこ 

とによって，C D M 採用下の先進国企業のC ournot-N ash均衡利潤 W および発展途上国企業の 

C ournot-N ash均衡利潤於が

a  — b x  — 2 b y  — Cc ニ 0

x c = - ^ ~ ( a  — 2s  +  cc)

+  s — 2cc)

⑶

⑹

7 T j = - ^ - ( a  — 2 s  +  c c ) ( a  — b s  +  C c )  +  s x
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7 T c = _ ^ " ( < 2  +  s _ 2 c c ) 2 +  ( s  — d ) ( - ^ - ( a ~ 2 s  +  C c ) ~  x )  ( 8 )

の水準に定まる。

このとき，発展途上国企業が先進国企業から資金を受けて行う温暖化ガス排出削減は

z c 一2s +  Cc) — x

の水準に定まっている。， 〉0 が成立するように，以下では，

— +  Cc)—x  > 0  (9)

を仮定する。

ゴの仮定， （6 )式および (9 )式の仮定の下で，；r g > 0 が成立する。

また，；z f > 0 が成立するように，以下では

a — ̂ s +  Cc > 0  (10)

を仮定する。この（10)式の仮定と（5 )式等の仮定の下で；r f > 0 が成立する。

3 .2 .C D M 非採用下での先進国企業と発展途上国企業の獲得利潤

次に，仮に C D M が非採用の場合の先進国企業および発展途上国企業の獲得利潤を導出する。こ 

の場合の先進国企業の利潤7Tダおよび発展途上国企業の利潤7TNCはそれぞれ

y )  =  ( a - b ( x  +  y ) ) x  ( 11 )

ttc( x , y ) = { a - b { x Jr y ) - c c ) y  ( 12 )

と表現される。 （11)式， （12)式はそれぞれ， （1 )式， （2 )式から第2 項，すなわちC D M に関係する 

項，を取り除いた形になっている。

C D M が非採用の場合には，先進国企業は温暖化ガス排出割当水準无を超えた生産を行うこと 

ができない。発展途上国企業はそのことを読み込んで行動するので，発展途上国企業の解くべき問 

題が

Max 7tc(x, y ) ^ ( a —b ( x + y )  — cc )y  (12，)

に帰着する。1 = 0 を解くことにより，C D M 非採用下の発展途上国企業のC ournot-N ash均衡 oy
生産量 y N が

y N = ^ { a -  bx  — c c) (13)

となる。二階の条件は満足されている。 が成立するように，以下では

a — bx — cc>Q  (14)

を仮定する。この / ^ と 无 を （11)式に代入することにより，C D M が非採用の場合の先進国企
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業の C ournot-N ash均 衡 利 潤 が

7Tj=~2(a—bx — cc) x  (15)

の水準に決定される。无> 0 および（14)式の仮定の下で 7Tダ> 0 が成立する。また，y N ヒx  =  x を 

(12)式に代入することにより，C D M 非採用下の発展途上国企業のC ournot-N ash均衡利潤 nNc が

7tc—- ^ ( a —bx — Cc)2 (16)

の水準に定まる。 （14)式の仮定の下でぜ> 0 が成立している。

4 . 先進国への温暖化ガス排出割当水準とC D M の 採 用 •非採用

以上の分析に基づいて，本節では，C D M 採用のために先進国への温暖化ガス排出割当がどのよ 

うな水準にあるべきかについて考える。

C D M が採用されるのは，両国企業ともに，◦ 0 肘採用下の獲得利潤兀か= 0 ，/ ) が 001'^非採 

用下の獲得利潤；z f ( z _ = C ,/ )を上回る場合である。 （7 )式から（15)式を引くことにより，先進国企 

業が C D M 採用を非採用よりも選好する条件式

7Tj — 7：j = ( a ~ 2 s  + cc)(a — 5s +  c c —~̂  ろ丨）+ 士ろ忑2g 0  (17)

が得られ， （8 )式から（16)式を引くことにより，発展途上国企業がC D M 採用を非採用よりも選好 

する条件式

7ic~ Tie— ，-( f l - 2s + Cc ~ 3 b x  )(12(s _  d)  — ba — 2 s Jr l c c  +36ェ）2  0 (18)

が得られる。

C D M 採用下の先進国企業の財生産水準が正であるという（5 )式の仮定より， （17)式における 

a — 2s +  cc が正となるので， 7rf— 0 が成立するためには

— 5s +  Cc— ?rbx ^  0 (19)

が成立すればよい。この（19)式が成立する場合には，上述の（10)式の仮定は必ず満たされている。 

一方，Z が正であるという（9 )式の仮定より， （18)式における a —2s +  c c —36无が正となるので， 

7Cc^7tc^0が成立するためには

12(s — d)  — S a ~ 2 s  +  7cc +  36jc ^ 0  (20)

が成立すればよい。
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以上より，先進国への温暖化ガス排出割当水準无および発展途上国への単位当り資金供与水準 

S が C D M 採用のために満足すべき領域が図1 の斜線部で示される。7Tづ線， 7T-C線は，それぞれ， 

(19)式， （20)式が等号成立する式のグラフを表している。TT-y線の下方領域において先進国企業は 

C D M 採用を選好し， 7T-C線の上方領域において発展途上国企業はC D M 採用を選好する。この図 

1 は C D M 採用のためには，典型的には，あ る 5 に対して先進国への温暖化ガス排出割当量x が 

[ x ( s ) ,  f ( s ) ] の範囲になければならないことを明らかにしている。无が小さい場合には先進国企 

業の申し出を拒否する誘因が発展途上国企業にあり， x が大きい場合には先進国企業がC D M を 

行う誘因がないからである。

ここで [ 0 ,无（s )]の領域に注目することにより，C D M の採用条件について

命題 1 

先進国への温暖化ガス排出割当が少ない場合にはC D M が採用されない場合がある。

という命題が導出される。

図 1

次に，財市場拡大とC D M 採用可能性の関係について考える。財市場拡大は，パラメタ一 a の 

増加として捉えられる。このの増加に伴って，先進国企業への影響に関しては， （19)式から読 

み取られるように，図 1 における；r -y線が右方にシフトする。すなわち，財市場拡大に伴って先 

進国企業のC D M 採用への誘因が増加するのである。これは，財生産増加による温暖化ガス排出量 

の増加に起因して温暖化ガス排出削減の必要が高まるからである。一方，発展途上国企業に関して
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は， a の増加に伴って， （20)式から読み取られるように，図 1 における t t - c 線が右方にシフトす 

る。発展途上国企業は，C D M 採用を拒否して財市場での独占力を強化することの利益が増加する 

ためにC D M 不採用の誘因が増加するのである。以上より，図 1 におけるC D M 採用領域が財市場 

拡大に伴って右方にシフトすることが理解されるので，

命 題 1 系 ： 

財市場の拡大に伴って先進国への温暖化ガス排出割当が増加されるほど， C D M 採用の可能性が 

高まる。

という系が導かれる。

5 . 先進国への温暖化ガス排出割当水準と温暖化ガス水準

最後に，先進国への温暖化ガス排出割当の減少が温暖化ガス水準の減少をもたらすのかどうかに 

ついて分析する。

— 単位の生産に伴って一単位の温暖化ガスが排出されるという本研究での仮定により，C D M 採 

用下の発展途上国の温暖化ガス排出水準は

y c = - ^ - ( a  +  s — 2cc)

であり，C D M 非採用下の発展途上国の温暖化ガス排出水準は

y N = ^ r r { a - b x - Cc)

である。両者の関係は，典型的には図 2 谷のように表現される。， の方が， より下方に位置し 

ている。

一方，先進国企業の温暖化ガス水準は，C D M の採用，非採用に拘わらず无の水準となってい 

る。C D M 採用下においては丨を超える温暖化ガス排出水準はC D M によって削減しており， 

C D M 非採用下においては，温暖化ガス排出水準がこのテに等しくなっているからである。従っ 

て，上述の，， に丨を加えることによって，C D M の採用，非採用の場合の温暖化ガス水準の 

両国の総和が導かれる。すなわち，C D M 採用下の温暖化ガス水準の両国の総和は

y c + x  = ^ - ( a  + s — 2cc) + x  (21)

となり，C D M 非採用下の温暖化ガス水準の両国の総和は
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’ +  ^ = YF^a ~  ゐ无ー cc) +  无

となる。両者の関係は，典型的には図2 b のように表現される。£ - C 線は， +无 

五-iV 線は， + 无を表している。 線の方が五 -iV 線よりも下方に位置している

図 2 b

(2 2 ) 

を表しており，

一方，あ る 5 に対して，先進国への温暖化ガス排出割当テが臨界値无（わを下回る場合には 

C D M が成立しないということが命題1 によって示されているので，実現する温暖化ガス水準の両 

国の総和が典型的には図3 における実線のような不連続な軌跡として描かれる。ここで无⑴ の
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近傍に注目することによって

命題 2 :

先進国への温暖化ガス排出割当の増加によって温暖化ガス水準の総和が減少し得る。

という命題が導出される。

この命題は，先進国への温暖化ガス排出割当を減少するとかえって温暖化ガス水準の総和が増加 

する可能性があることを明らかにしている。

図 3

財市場が拡大すると，財生産が活発化して温暖化ガス排出が増加する。 （21)式および (22)式から 

読み取られるように五 - C 線も五 -7V線もともに上方にシフトするのである。一方，命 題 1 系が示 

すように財市場拡大に伴って温暖化ガス排出割当の臨界値无が5 へと増加するので，実現する温 

暖化ガス水準が図4 の破線から実線へとシフトする。ここで [_f ( f  )，f  ( わ]の領域に注目すること 

によって，

命題 2 系 ： 

財市場が拡大した場合に，先進国への温暖化ガス排出割当を增加しないと，温暖化ガス水準の総 

和が急增する恐れがある。

という系が導かれる。
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図 4

6 . 結  び

本研究では，C D M 採用のために必要な諸条件，特に，先進国への温暖化ガス排出割当が満足す 

べき条件について検討するとともに，C D M 採用が確実とは言えない状況における地球温暖化対策 

のあり方について考えた。得られた結論は次のようにまとめられる。

• 先進国への温暖化ガス排出割当が少ない場合にはC D M が採用されない場合がある。

• 先進国への温暖化ガス排出割当の増加によって温暖化ガス水準の総和が減少し得る。

• 財市場の拡大に伴って先進国への温暖化ガス排出割当が増加されるほど，C D M 採用の可能性が 

闻まる。

• 財市場が拡大した場合に，先進国への温暖化ガス排出割当を増加しないと，温暖化ガス水準の総 

和が急増する恐れがある。

省エネルギ一への取組が必要であることは論をまたないが，本研究での分析により，C D M 採用 

が確実とは言えない状況においては，先進国への温暖化ガス排出割当を少なくすることが必ずしも 

地球温暖化問題の解決につながらないことが明らかとなった。排出権取引をも視野に入れた拡張等 

は稿を改めて行いたい。

(経済学部専任講師）
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